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表
一 1　 予算構成 （平成18年 度統計）O

1． は じ め に

　日本 に お い て は ，社会基盤構造物 の 多 くは昭和 40〜

50年代 の 高度経済期 に 建設 さ れ て き た。こ の た め，同

時 期 に 建設 さ れ た 社会基盤構造物の 経年劣化が顕在化 し

つ つ ある中 ， 維持管理の 重要性が 唱 え られ て 久 しい
。

こ

の よ うな 状況 の下 で も，地 盤構造物 の維持管理は，舗装

お よび 橋梁 に比 べ て，必 ず し も十 分 に は 実施 され て来 な

か っ た と指摘 され て い る。しか し ，こ の 維持管理 が不 十

分 で あ っ た とい う課 題 は，実際 に は地 盤 構造物 に限定 し

た もの で は な く，社会 基盤構造物全般 に 当て は ま る もの

で あ る。その理 由として は，予算構造 に 起因する課題，

お よび維持管理 を実施 す るに 当 た っ て の 意思 決定問題 と

して の 不 備等 が 挙げ られ るで あ ろ う。

　 ま ず，予 算 構造 に起 因 す る課 題 と して は，予 算分 類に

おけ る社会基盤構造物 の 維持管理 費 の 取扱い が挙 げ られ

る。例 え ば，地方 自治体に お け る予算構成は，表
一 1に

示 す よ うに義務的 経費，投資的 経費 お よび その 他 の 経 費

に 区分 され る
1〕。なお，そ の 他 の経費に分類 され る 「維

持補修費」 は ，本 総説で 対 象 とす る 社会 基盤構造物の 維

持管理 で は な く， 光熱水料費ある い は 建物の 維持修繕費

の ように，事前 に 費用の 発生が確定 されて い る もの が該

当す る 。 そ し て，表一 1に示 す 予算構成 で，舗装，橋梁，

1一ン ネル の 調査費，点検費，設計費，補修費な どは 投資

的 経費 に 区 分 さ れ る。また ，地 盤 構 造 物 の 代表 で あ る道

路斜面 の 点検，調査
・
設計，事前対策の 費用は，舗装，

橋梁，トン ネル 等 の 道路施設 の 道路補修費 とは別枠で 災

害防除 と して 区 分 さ れ る 2）
。 こ の よ うな 背景か ら，地 盤

構造物 の み な らず社会基盤構造物全般 に 対 し て ，新設 に

比べ て 維持管理 に は
『
卜分 な予 算 が 充当 さ れ て来 な か っ た

とい え る。

　次 に ， 維持管理 を 実施す る に 当た っ て の 意思決定問題

として の不 備 とは，維持管理 は 社会基盤構造物を新設す

る こ とに 比 較 して ，多様な 判断 を 要す る こ とに 起因す る

もの で あ る。例 え ば，高 度 経済 期 の よ う に，足 らざ る も

の を 建設 す る こ と の 意思決 定 は 比較的 容 易 に な さ れ る 。

し か し，社会基盤構造物の 経年劣化 が 顕在化 しつ っ あ る

状況 に お い て も，構造物の 維持管理 に よ りそ の 延命化を

図 る か，あ る い は ス ク ラ ッ プ ・ビ ル ドで 更新す る か は ，

極め て 園難 な判断 で あ る 。 加 え て，そ の 判断 を客観的 に

実施 し，か つ 透 明性 の 高い 説 明 を 実施 し て 合意 を 得 る こ

とは 困 難 で あ る。こ の よ うな 課題 の 下で は，地 盤構造物
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区　分 内　 訳 比 　率

義務 的経費 人件 費，扶助費，公 債費 51．8％

投 資的経費
普通建 設事業費，災害復 「口

車業費，失業対策 事業費
亙6．6％

そ の 他 の 経費 物品費，維持補修 費な ど 31．6％

に 限 らず，社会基盤構造物全般 の 維持管理 で は ， 災害が

発生 し た後 に 事後的 に補修 ・更新 す る とい う「事後保全 」

の 対応 が 図 られ て きた もの と解釈 さ れ る 。

　上記 の課題を解消 し，社会基盤構造物 の 維持管理
・
補

修 ・更新を 合理 的 に実施 す る方策と して，近年イン フ ラ

構造物 の ア セ ッ トマ ネジ メ ソ ト
3〕 （以下，ア セ ッ トマ ネ

ジ メ ン ト と称す ） とい う概念が 導入 さ れ て きた。な お，
一・

部 に は，ア セ ッ トマ ネジ メン トを維持管理の 高度化 と

と らえ る ような動 きもあ るが，そ の基本概念は，ア メ リ

カ 連邦道路局 FHWA の 定義
o に 示 さ れ て い る よ う に，

中長期的な構造物 の維持管理 に おい て ，工 学的知識 に ビ

ジ ネ ス ・経営的 感覚 を 加 え合 理 的 に 意思 決 定 を行 う方 法

論 と とらえ るべ きで あ る。

　た だ し，現状で ア セ ッ トマ ネ ジ メ ソ トの概念が具体的

に適用 され つ つ あ るの は，主 と して 舗装
・
橋梁等 の 人］1

構造物で あ る。こ れ に 対 して，地 盤工 学 分 野 で は 筆者
5〕

が指 摘 して きた よ うに，ア セ ッ トマ ネジ メン ト とい う概

念を適用する こ との 必要性 お よび有益性 につ い て，必 ず

し も統
一

した 認識 が共 有 さ れ て い る とは 言 え な い 。

　 こ の よ うな 状況 を踏 ま え て ，本総説で は地盤工 学分野

に お け る ア セ ッ トマ ネ ジ メ ソ 1一の取 り組 み の 現 状 に つ い

て 述 べ る と と もに，そ の 将来展望 に つ い て 解説 を加 え る 。

2． ア セ ッ トマ ネジ メ ン トの 基本概念および課

　　題

　社会基盤構造物 の ア セ ッ トマ ネ ジ メン トに お い て 必 要

とな る検討要件 は，以下 の よ うに 要約さ れ る6〕。

　  　構造物の 性能 ， 機能水準 の 現在状態の 規定

　  構造物の 性能低下 に対 す る将来状態の 予 測

　  構造物の 性能低下過程 のモ ニ タ リ ン グ

　  費用対効果 の評価 を 含め た適切な 箇所 お よび タ イ

　　　 ミソ グで の 維持 ・補修 ・更新 の ル
ー

ル 化

　ま ず，第
一
段 階 で は，目視 点 検 ・計 測 等 に よ り構造物

の 現 在 状 態を 表 す性 能 指 標 を設 定 す る こ とが 必 要 とな る。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ／
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　 　 図
一1　 性能低下 曲線の モ デル 化 に 関 する諜題

そ して ， 第二 段 階で は ， 設定 した 性能指漂 の 性能低
一
ドに

関す る将来 の 状態を予測する こ とが必 要 とな る。こ こ で ，

将来状態の予測 に は，図一一1に 示 す よ うに 性能指標 に 対

す る 回帰曲線 を用 い る こ とが
一

般的 で ある 。し か し，図
一 1に示 す よ うに，回 帰 曲線 は 本来内挿 として は意味が

あ る が ， 将来状態の 予測 に 適用す る こ とは 外挿 に な るた

め，その推定精度に 諜題があ る。こ の 課題 を 解決 す るた

め に は ， モ ニ タ リ ン グ が そ の 妥当性 を担保す る た め の 有

効 な 手段 と な る 。す な わ ち，図一 1に お い て，モ ニ タ リ

ン グ結果 が ， 推定 した 回帰曲線 よ り上 に 位置 した場 合に

は推定値 は安全側を，一・
方 回 帰曲線よ り下 に位置 した 場

合 に は推定値 は 危険側 を与え る こ とに な る。

　 な お ，図
一 1に 示 す模式図で は，性能指標 が舗装で の

ラ フ ネ ス 指数 IRI の よ うに連続量 と し て 与え られ る例

を示 し た が ，

一一
般 的 に は 目視点検 で 得 られる情報 は ， ラ

ン ク分 け
・
等級分けに 相当す る離散値 と して 与え られ る

こ とが 多 い 。こ の よ うな離散量 に 基づ く構造物の 性能低

ド過程 を統言【的 に モ デル 化す る 代表的な 手法 と して は，

マ ル コ フ過程 が 挙 げ られ る 。
こ の マ ル コ フ 過程 を用 い た

推定手法は，こ れまで に舗装
・
橋梁の 維持補修問題 に 適

用 され て い る 7L8 ）。

　 次の 段階に お い て ，構造物 の 性能低下 に 対す る将来状

態 の 予 測 に 基 づ き，ラ イ フ サ イ ク ル コ ス ト （以 下 ，

LCC と称 す ） を 算定す る こ とに な る 。
　 LCC は ， 具体的

な補修戦略を考慮 し，点検費用 お よ び構造物 の 維持補

修 ・更新 に要 す る費用等の和 と して算定 さ れ る 。

一一
般的

に は ，LCC を 算定 す る Eで の パ ラ メー
タ は，図

一 2 の

概 念 図 に示 す 補修 を 行 う基準 とな る ターゲ ッ ト レ ベ ル ，

回復 レペ ル および点検間隔 となる。そして，算定され た

LCC を判断指標 と して ，最適 な補修方法 あ る い は 最適

補修間隔が選択 され る こ とに な る。

3． 地盤構造物へ の ア セ ッ トマ ネジメ ン トの適

　　 用事例

　2．に 示 し た ア セ ッ トマ ネ ジ メソ トの 基 本概念 を 地 盤

構造物 に 適用す る上 で の 最大 の課題は，言うまで もな く

図
一 1に 示 す 構造物 の 性能指標，お よび性能低下過程 を

ど の よ うに 設定 す る かに な る。地盤構造物の 性能低下要

因 は 多様 で あ る こ とに加 え て，そ の低下特性を把握す る

モ ニ タ リ ン グ手 法 も確 立 され て い な い 。ま た，そ の 構造

2

鎧、
1

補 修 補 修

回復 レベ ル

補 修

タ
ー
ゲットレベ ル

　 　 　 点検1　　　　 点検2　　　　点検 3　　　　 経過年 数

図一2　 構 造物の 性 能低 下 曲線 と維持補修の 概念

図
一3　 吹付け コ ン ク リ

ー
ト斜面 で の ス ラ イ ド破 壊の 発生

　 　 　 状況

物 の 性能低下過程 を，ア セ ッ トマ ネ ジ メ ン トで の意思決

定指標 で あ る LCC の 算定 に ，ど の よ うに反 映 させ る か

に つ い て も統
一した 見解 が得 られ て い な い 。

　 こ の よ うな制約条件がある中で，本総説で は筆者 らが

こ れ ま で に ア セ ッ トマ ネ ジ メ ン トの 概念 を地 盤 構造物に

適用 した 検討事例 を紹介す る。

　 こ こ で 紹介す る検討事例 は，表一一・2 お よ び表一 3 に示

す よ うに ，地盤構造物 の 代表例で ある斜面対策工 ，お よ

び トソ ネル を対象 としたもの で ある。表
一 2 お よび 表

一

3 に は，各検 討事例 で の 以 下 の 項 目に対応 す る検討内容

を示 した。

　 ・ 惟 能低 下 評 価項 目

　 ・ 性能低
．
ドモ デル 化手法

　 ・将来予測 モ デル 化

　 ・対 応策 （対策方針）

　 ・ LCC の 内訳

　 ・最適化項 目

　以下 に ， 表
一 2お よび 表

一 3に 示す 内容の 内で ， 特徴

的な事項 に つ い て 解説を加 え る。

　 表
一 2 に 示す斜面対策 工 事例 2 は，図

一 3 に 示 す 切

取 り斜 面 の 表面を覆う吹付 け コ ン ク リ
ー

トが背面地山の

一
部 を含 め て す べ る破壊 （ス ラ イ ド崩壊） に 対す る維持

補 修 計 画 を 立 案 し た もの で あ る。こ の ス ラ イ ド崩壊 は，

吹 付 け コ ン ク リート斜 面 背 面 地 盤 の 風 化 に よ り 粘 着力 C

が低下 す る こ とで発生 す る もの と仮定して い る。具 体的

な 粘着 力 c の 低 下 特 性 は ，図
一 4 に示 す 吹 付 け コ ソ ク

リ
ー

ト斜面背面地 盤 の 風化 に起因す る弾性 波速 度 の低 下

と関連付 け る もの として モ デ ル 化 して い る D こ の 事例 の

特徴は，図
一 1に 示 した 回 帰曲線 を 外挿 し て 推定 す る こ

地 盤 工 学会 誌，59− 9 （644）
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表
一2　斜面対策工 を対象 としたア セ ッ トマ ネ ジメ ン トの 適用事例

分　類
斜面 対策工 事例 16）

地 ド水排除 工 の 排水効果 の 低 下

斜面対策 工 事例 29〕

吹付 コ ン ク リートエ の ス ラ イ ド

破 壊

斜 面対策 工 事例 31°）

グ ラ ウン ドア ン カー工 の 損 傷

性 能低下

評価項 目
水抜 きボー

リン グエ の 閉塞率
背 面地盤 の 風 化 に 起 因す る粘 着

力 σ の 低下

目視 点検 結果 に 基 づ く健 全度評

価 区分 の 変 動

　性能低下

モ デル 化 手 法

連 続型

回 帰 曲線 の 設 定

連続型

幾何 ブ ラ ウン 過程 での トレ ン ド μ

お よ び ボ ラ テ ィ リテ ィ σ の 算定

離散型

マ ル コ フ 過程 を用 い た健 全度評

価 区分 の 状 態遷移 行 列 71の 算定

将来予測

モ デル 化
回帰 曲線 を用 い た外挿

幾何 ブ ラ ウン 過程 を用 い た推 定

（不 確実性 考慮）
遷移確率行列 を用 い た外挿

対応策 水抜き ボーリン グエ の 洗 浄 吹付 コ ン ク リ
ー

ト工 打換 え
グ ラ ウン ドア ン カ

ー工 の 更新1延

命化

LCC の 内訳

・補修 費用
・累積期待 損失

・補修費 用
・累積期待 損失

・点検費用

・補修 ・更新費用

最適 化項 日 洗 浄 間隔 打換 え 時期 澗 隔
D 対 策工 法選定

2） 点検 間 隔

表一3　 卜γ ネル エ を対 象 と した ア セ ッ トマ ネジ メン トの 適用 事例

分 　類 トン ネル エ 事例 111） トン ネル エ 事例 212〕

性能 低 下

評価 項 目

点 検項 目の 重 み付 け に よ り設 定 した 性 能指標 の

低 下

注）重み 付 け係数 につ い て は，A且 PB ＞
手 法 を用い

　 て設 定

点 検 項 目の 重 み付 け に よ り設 定 し た性能 指標 の

低下

　性能 低下

モ デル 化 手 法

健 全度 区分 毎に 設 定 され た余 寿命 を用 い たシ ナ

リオ分析

連続型

幾何 ブ ラ ウ ン 過 程 で の トレ ン ドμ お よび ボ ラテ ィ

リテ ィ σ の 算定

将来 予 測

モ デル 化
回帰 曲線 を用 い た外挿 幾何 ブ ラ ウン 過程 を用 い た推 定 （不 確 実 性 考慮 ）

対応 策
・防護 ネ ッ トエ

・断面修復 工
断面 修復 工

LCC の 内 訳 補修費用 補修費用

最適化 項 目 対 策工 法 選 定 対策実施 の 優 先付 け

00
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1　　 2　　　3　　 4
　　圃
深度＠）　 1 ← 調査次
　 0．0

o、5

E．o
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風化に伴 う

低速度範囲
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図
一4　 背 面地 山の 速 度 検 層 結 果 の

一
事 例

と に 関 す る 不 確実性 を ， 次式 に 示 す幾何ブ ラ ウ ン 運動過

程14｝を用 い て モ デ ル 化 して い る こ とで あ る。

September，2011

　　　dc（t）−uc（t）dt＋ σ 6 ω 4擢 1ω
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…tt（1）

こ こ に ， C（t）は 時期 ’に おける 粘着力，トレ ン ドμ は平

均的変動率 を表 すパ ラ メー
タ ，ボ ラ テ ィ リ テ ィ σ は 平

均的変動率回 りの 変動性を 表す パ ラ メ
ー

タ，dve（t）は標

準 ウ ィ
ーナー

過程
14）を表 す 。 ト レ ン ド μ お よ び ボ ラ テ

ィ リテ ィ σ は ，過去 の 変動デ
ー

タ に 基 づ き筧定される も

の で あ る 。

　式 （1）に示す幾何ブ ラ ウ ン 運 動 過 程 は，現 状 で は 金 融

工 学分野
15）に お い て，時闘 と共 に 変動す る 不 確実性 の

高 い 株価等の 金 融 商品 の 価格の 将来予測 の モ デル 化手法

と して 用 い られ て い る もの で あ る。

　な お，式 （1）の 幾何ブ ラ ウ ン 運動過程 は，一
意的 に解

は得 られ な い
。 こ の た め，粘着力 c の 変動 は，図

一 5 に

示 す よ うに，標準 ウ ィ
ー

ナ
ー
過程は 近 似的 に標準正 規 乱

数 を用 い て 離散化 し た確率 パ ス として 算 定 す る 。 そ して ，

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 3
N 工工

一Electronlc 　



The Japanese Geotechnical Society

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Geotechnlcal 　Soclety

総　　説

。
只

顴 ・・算 定結 果

粘着 力変動△ C

＼
丶 ミ　　　　回帰曲 線

　　＼ 厂
　 　 　 　 　 丶 、
　　　　　 ms

、、
＼

　 　 　 m　　　　　　　 　O

　　　　　　　　　　…

　 　 　 　 　 　 時 間 増分△t

・
パ支ぎ

『・ぐ
’
確率パス2

o
　　i 供用後の 経過時間t
　 　 ：
最 新の 調査 時r

図
一5　 粘 着力 の 推定 手法

LCC は，式（1）を離散 した 粘着力 c の確率パ ス を 用 い た

モ ン テ カ ル ロ シ ミ ュ レー
シ ョ ン に よ り，確率量 として 算

定 され る。た だ し，こ の 事 例 で 適用 した モ デル 化 に お い

て は，ト レン ドμ お よび ボ ラ テ ィ リテ ィ σ は ，過去 の

変動デ
ー

タ に 基づ き算定 して い る。こ の過去の データの

蓄積が 必 要 で あ る こ とが ， 地 盤 構造物 へ の 適用 を 図 る上

で の 課題 とな る。

　表
一一

　2 に 示 す 斜 面 対 策 工 事 例 3 は ，表
一 2 お よ び 表

・− 3に 示 す 事例 の 内で ， 唯
．
牲 能低下の モ デル 化 として ，

表
一 4 に 示 す 目視点検結果 の 健全 度 区 分 とい う離散的 な

情報 を 用い た もの で ある 。 本事例 で 対象 とする表
一 4 に

示すア ン カ
ー

の健全度評価区分 に基 づ くマ ル コ フ 過程 を

用 い た 状態遷移 の モ デ ル 化手法 は，次 式の よ うに 表 さ れ

る。

　　 S（t＋ 1）＝5（e ［T ］

　　 S（t＋ τ）＝S（t）「T ］
1

　
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…

　（2）

　　 S（t）　＝＝［5  1
（の，Sv 〔o ，Sk，（t〕，Slu（t），S11〔t〕，Sl 〔t〕］ …（3）

　　　　　「
　　　　　　t66　tfi5　tM　tfi，．　ts2　t、，1「

　　　　　　 0 熱 ち4tE）3　t52 ’51

環辮iii　
（‘）

こ こ に，S （t）は ， 供用後 t年時点で の 点検 した ア ソ カ ー

全体の 状態 を表す状態 ベ ク トル を表 し，そ の 成分 の S“t）

は ，供用後t年時点 で の 各 ラ ン ク iに 相当 す るア ン カー

本数 を表 す。ま た ，［T ］は 状態遷移行列 を 表す。な お ，

状態遷移行列［T ］の 成 分 t
、Jの 算用数字 ガお よ び 」（例 え

ば 3，　2）は，それぞれ健全度評価 の ラ ン ク分 け を表 す ギ

リシ ャ 数字 （例 えば 皿，1 ） に対応す る こ とに留意され

た い 。

　 な お ，マ ル コ フ 過程 を用 い た性 能低 下 の モ デル 化 で は，

遷移行列 ［T ］の 成分 tljは 目視点検結果 に 基 づ く健 全 度

評価区 分 の 変動 に 基 づ き算定 さ れ る。こ の た め ，そ の 精

度 を保証 す る に は，点検データが 出来 る だ け 多 く，か つ

〜
定 の サ ン プル数お よび

一
定 の 間 隔 で得 られ て い る こ と

が前提条件 とな る 。 こ の制約 が ，地 盤構造物 の 性能低 下

の モ デ ル 化 に 対 して マ ル コ フ 過程 を適 用 す る上 で の 課題

とな る。

　 次 に ，表一 3 に 示 す トン ネ ル エ で の 検 討 事 例 は，い ず

れ も点検項 目 を 重み 付 け す る こ とで 設 定 した トソ ネ ル 覆

4

表一4　 ア ン カ
ー

の 健全度評価区分 （旧 JH指針 ）16〕

評価 区分 状　 　況

1 現状で 全 く機能 して い な い

H
機能 が 大 幅 に 低 下 し て お り，今 後 区分 1 に

な る 可能性 がある

町
機能 が 低下 し て お り，今 後 区分 H に な る 可

能性が ある

IV
機能 は 多少 低下 して い る が，対 策 に よ っ て

機能 を維持 で き る

v 機能 は 良好 で，対策 に よ り保 持で きる

VI 現状 の ままで，良好 な状態を維持 で き る

工 の は く落 に対 す る性能指標 を 用 い て い る 。

　 こ の 内 ， トソ ネ ル 工 事例 1で は ， 性能指標 に 含まれ

る 各 点検項 目 に 対 応 す る 重 み 付 け の 係 数 は ，AHP

（Analytical　Hierarchy　Process）を 用 い て 算定 さ れ て い

る。さ らに ，算定 さ れ た 性能指標 と，既存 の トン ネル 覆

工 の健全度区分 との相関か ら，そ の適用性 に つ い て の検

証 を試 み て い る 。 な お ， こ の 事例 で は，性能指標の 将来

的な低下 予測は行わず，LCC の 算定 で は健全度区分毎

に設 定 さ れ た 余寿 命を 用 い た シ ナ リ オ分析 を実施 し て い

る。

　
一

方，トン ネ ル 工 事例 2 で は ，点検結果 に 基 づ き設

定 した性能指標 の低下過程 に 対 して，表
一 2 に示す斜面

対策工 事 例 2 と同 様 に，幾何ブ ラ ウ ソ 運動過程 を 用 い

て 表現 して い る。ま た，同モ デ ル を 用 い た 性能指標 の 予

測値 に 対 して ，図
一 2 に示 す タ

ー
ゲ ッ トレ ペ ル を パ ラ

メータ とし設定 した 断 画修復工 費用 の シ ナ リオ に準 じて

LCC を 算定 し て い る。こ の 手法 は ，前述 の よ うに ，図

一 1 に示 した 外挿 に よる推定精度の 不 確実性 に対処 で き

る もの で は あ るが，過去 の 点 検デー
タ の 蓄積 を 必要 とす

る こ とが課題 とな る。

4． 将来展望およびまとめ

　本 総説 で は，地 盤 工学 分野 に お け る維持管理 ・補修 に

関す る 課題 を示 す と と もに ，斜面対策工 お よび トン ネ ル

エ に対 す るア セ ッ トマ ネ ジ メ ン トの概念 の適用事例 に つ

い て解説 した 。 適用事例の 紹介 で は，主 として 性能低下

過程 の モ デ ル 化手法につ い て 概説 した が，その モ デル 化

手 法 に は 従来 の 地 盤 工 学 分 野 で はあま り扱わ れ て い な い

マ ル コ フ 過程 ある い は 幾何ブラ ウ ソ 運動等の 確率過程が

適用 さ れ て い る こ とを 示 し た。た だ し，こ れ らは筆者 ら

が こ れ ま で に 適 用 して き た検 討 手 法 を 示 した もの で あ り，

今後多様なモ デ ル 化手法の 開発お よび 適用 が期待 され る 。

　 また ，当該分野 に お い て は ， 上 記の モ デ ル 化手法の 開

発 に加 え て，今後モ ニ タ リン グ技術の 開発 が期待 され る

とこ ろ で あ る。前述の よ うに ， 地盤構造物 ヘ ア セ ッ トマ

ネジ メ ン トの 概念を適用す る上 で は，点検 デー
タの 蓄積

を 図 る と と も に，そ の デ
ー

タ に 基づ く現状 の 構造物の 性

能 規 定 お よび 将 来 状 態予 測 が 最重要諜 題 とな る。現状 で

地盤工 学会誌，S9−9 （644）
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は ， 地盤工 学分野 の点検デー
タは 目視点検 に基 づ くもの

が主体 で あ る が，今後は構造物 の 性能指標を定義す る と

ともに，その 性能低下過程 を統
一

的に説明で き るモ ニ タ

リン グ技 術 の 開発 が 期 待 さ れ る。こ の 際 に は ，2．の ト

ン ネ ル 工 事 例 1 に示 した よ う に，各 点 検項 目を 統計処

理 し性能指標を定義する と ともに ， その 指標 を 既存 の 等

級と して 与 え られ る健全度区分 との 相関か ら，その 適用

性 につ い て検証す る試み も重要で あ る と推察され る 。 ま

た，従来 よ り維持管理 の取 り組み で 課題 とさ れ る よ うに ，

高齢化社会 で の 熟練 点検員不 足 が確 実 に 到 来す る こ とか

ら，モ ニ タ リン グ技術 の 開発は極 め て重要な課題 で ある

と位置付 け られ る 。

　 さ らに ，アセ ッ トマ ネジ メン トを導 入 す る 目的 の
一

つ

は ，1，で 述 べ た 硬直化 し た 公 共 投資 の 予 算構造 の 下 で

は 社会基 盤 構造物 の 維持管 理 は 「事後補修」 とな らざ る

を得ない 状況を打破 し，「予防保全」 に よる維持補修費

用 の 平滑化 を 図 る も の で あ る 。 例 え ば，江 尻 ら 17）は舗

装を対象 と して ，平滑化した維持管理予算を合理 的に 予

算会計 に 組 み 込 む 施策 と して イ ン フ ラ ス トラ ク チ ャ 会 計

とい う概念の 重要性 を 唱 え て い る。こ の た め に は，例 え

ば道路構造物 を対象 と した 場 合 に は，従来 か らの ミ ク ロ

的視点か ら個別構造物を 検討対象 とす るの で は な く，
マ

ク ロ 的視点 か ら統計的手法を導 入 し路線単位 で の優先付

け を 実施 して ，そ の 維持補修 に 関す る予算 の 有効 性に つ

い て 検証 す る とい う試 み
5）も重要 で ある と考 え られ る。

　以 上 に 述べ た よ うに，地 盤構造物へ の アセ ッ トマ ネジ

メ ン トの 概念の導入 を推進す る た めには ， 工 学的知識の

み ならず，多様な学際的知識 ・手法を導入 す る こ とが必

要 とな る。そ して，今後 こ の よ うな 取 り組み が 活性化す

る こ とが 望 ま れ る。
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